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料が現存しており、それらを参照することができる X 県の公立 A 中学校（以下、「A 中」と表す。）を対
象として研究を進めていく 1。
本研究の目的は、文部省により 1998（平成 10）年 12月に告示され、その後、中央省庁再編（2001年 1







1　中央教育審議会答申と平成 10 年 12 月告示の学習指導要領改定
1.中学校学習指導要領に「総合的な学習の時間」が位置付けられるまでの変遷
学習指導要領は、戦後の新教育において文部省が 1947（昭和 22）年及び 1952（昭和 27）年に施行版と
して公表し、その後の 1957（昭和 32）年に告示された小学校学習指導要領以降は学校教育法施行規則改
定に伴い法的根拠を持つようになり現在に至っている。
1958（昭和 33）年 10月 1日に施行された中学校学習指導要領は、「第 1章 総則」、「第 2章 各教科」、「第
3 章 道徳、特別教育活動および学校行事等」の 3 章構成であった。それが、1969（昭和 44）年度告示、
1972（昭和 47）年度施行の中学校学習指導要領から「第 1章 総則」、「第 2章 各教科」、「第 3章 道徳」、「第
4 章 特別活動」となった。それ以降は、1977（昭和 52）年 7 月告示、1981（昭和 56）年度実施の中学校
学習指導要領、1989（平成元）年度告示、1994（平成 5）年度実施の中学校学習指導要領、1998（平成
10）年 12月告示、2002（平成 14）年度実施、2004（平成 16）年 3月一部補訂の中学校学習指導要領まで、
すべて 4章構成である。
2008（平成 20）年 3月告示の中学校学習指導要領では、「第 1章 総則」、「第 2章 各教科」、「第 3章 道徳」、
「第 4章 総合的な学習の時間」、「第 5章 特別活動」となり、ここにはじめて「総合的な学習の時間」が独
立した章として位置付けられた。2017（平成 29）年 3 月に告示された中学校学習指導要領では、「前文」
を置いた後に「第 1章 総則」、「第 2章 各教科」、「第 3章 特別の教科 道徳」、「第 4章 総合的な学習の時間」、
「第 5章 特別活動」となり現在に至っている。




て、臨時教育審議会の答申及び第 15 期中央教育審議会答申「21 世紀を展望した我が国の教育の在り方に
ついて（第一次答申）」（1996（平成 8）年 7 月 19 日）から考察していく。まずは、内閣総理大臣の諮問
に応じて調査審議することを所掌事務とした行政機関である臨時教育審議会の答申について述べる。
臨時教育審議会は、第一次答申（1985（昭和 60）年 6 月）、第二次答申（1986（昭和 61）年 4 月）、第








て、第 15 期中央教育審議会は「21 世紀を展望した我が国の教育の在り方について（第一次答申）」を公
表している。この第一次答申の副題は「－子供に［生きる力］と［ゆとり］を－」である。ここに示され
たふたつの用語は 1998（平成 10）年 12月に告示される学習指導要領の特徴を表すキーワードとなる。
次に、「21 世紀を展望した我が国の教育の在り方について（第一次答申）」の内容について述べる。こ
の答申は大きく 3 部構成となっており、第 2 部の第 1 章は次の構成で論じられている。「（1） これからの















続いて、「総合的な学習の時間」が授業として教育課程に位置付けられた 1998（平成 10）年 12 月に告
示された中学校学習指導要領について述べる。
3. 平成 10 年 12 月告示及び平成 16 年 3 月一部補訂の中学校学習指導要領総則
1998（平成 10）年 12月 14日に文部省告示第 176号として中学校学習指導要領が公表された。その第 1


















多くの学校は、第 1章の第 4の 3に例示された＜課題＞を手がかりとした授業を構想し授業計画を作成し
ていた。このことについては次章で後述する。
その後、文部科学省は 1998（平成 10）年に告示した中学校学習指導要領が施行される前年度の 2001（平









以上の段取りを踏まえ各校は 2002（平成 14 年）度から「総合的な学習の時間」の授業を本格的に開始
することになった。一方、文部科学省国立教育政策研究所は諸外国における「総合的学習」に関する研究
に取り組んでいる 2。そして、文部科学省は、新学習指導要領が完全施行されて間もない翌年には、「小学
校、中学校、高等学校等の学習指導要領の一部改正等について（通知）」（平成 15 年 12 月 26 日）を全国
の学校に通知している。これは、戦後の学習指導要領告示の歴史から鑑みても異例のことであった。その
理由について本通知の中で文部科学省は以下のように示している。
　　 平成 14年 4月 1日から順次実施されているところですが、このたび、本年 10月の中央教育審議会答
申「初等中等教育における当面の教育課程及び指導の充実・改善方策について」を踏まえ、新学習指













提起でもある。つまり、第 15 期中央教育審議会答申で示された理念や 1998（平成 10）年 12 月に告示さ
れた学習指導要領の趣旨が学校現場には周知徹底されていないことが示唆されている。





したこと。（中学校学習指導要領第 1章第 4の 2）
　　イ 　各学校において総合的な学習の時間の目標及び内容を定める必要があることを規定したこと。（中
学校学習指導要領第 1章第 4の 3）
　　ウ 　各学校において総合的な学習の時間の全体計画を作成する必要があることを規定したこと。（中















まず A 中の概要について述べる。2002（平成 14 年）当時の A 中は、首都圏近郊に位置する開校 20 年
の中規模校である。学区は準農村地帯と JR 駅前に開発された集合住宅及び新興住宅街からなる。学級数
は各学年 5学級、全校生徒数はおよそ 500名程度、教諭数 23 名である。




2. 平成 14 年度の「総合的な学習の時間」







2 時間、年間 70 時間。第 1 学年は金曜日の 5・6 校時、第 2 学年は木曜日の 5･6 校時、第 3 学年は火曜日
の 5･6校時に設けられた。
「総合」の授業担当教員（記号で順に表す）について見ると、第 1学年は 7名（A、B、C、D、E、F、G）、

















2002（平成 14）年度当時の A 中における「総合的な学習の時間」の取扱いに関する評価を試みる。その
ために、研究開発校として先行実施し、実践モデルとして紹介されている事例との比較を通して考察して
いく。
本論文の 1 章 3 節で述べてきたように、1998（平成 10）年 12 月に文部科学省が告示した学習指導要領
の趣旨は学校教育現場に正しく理解され浸透していたとは言えない状況であった。それでは、どのような
「総合的な学習の時間」の取り組みが求められていたのであろうか。ここでは、文部省（2000）『お答えし









学級 氏　　名 活動場所 活　　動　　内　　容 連絡先 備考
3 山中貞人 県立図書館 文献調査 21-2659 ４回
3 伊豆倉貴之 県立図書館 野球のトレーニングに関する文献調査 21-2659 ４回
3 山崎　翔 県立図書館 オリンピックに関する文献調査 21-2659 ４回
4 坂井陽平 町立図書館 宗教に関する文献調査 58-1002 初回
4 渡辺恭史 町立図書館 エンジンに関する文献調査 58-1002 ２回
5 千喜良ひとみ町立図書館 流行に関する文献調査 58-1002 ２回
5 生田目浩秋 町立図書館 癌に関する文献調査 58-1002 ２回
5 須田　敦 町立図書館 リサイクルに関する調査 58-1002 ２回
5 古市一央 町立図書館 〇〇に関する文献調査 58-1002 ４回
5 高橋侑里 町立図書館 絶滅動物に関する文献調査 58-1002 ２回
5 水谷公美 町立図書館 韓国・台湾に関する文献調査 58-1002 ２回
5 大島万里香 町立図書館 浮世絵と印象派に関する調査 58-1002 初回
5 小松澤瑞城 町立図書館 宇宙に関する文献調査 58-1002 初回
5 吉本　円 県立図書館 本返却、バリアフリーに関する文献調査 21-2659 ４回
2.平成 14 年度の「総合的な学習の時間」 







する。」ことと示されている。「総合」の授業時間は週 2 時間、年間 70 時間。第 1 学年は金曜日
の 5・6 校時、第 2 学年は木曜日の 5･6 校時、第 3 学年は火曜日の 5･6 校時に設けられた。 
「総合」の授業担当教員（記号で順に表す）について見ると、第 1学年は 7名（A、B、C、D、
E、F、G）、第 2学年は 7名（H、B、C、E、I、G、J）、第 3学年は 8名（H、B、C、K、E、L、I、













「総合」の一コマを表 1 に示した。ただし、個人情報保護のために氏名や連絡先は略してある。 





























































本章では、本論文において研究対象としてきた 1998（平成 10）年 12 月及び 2004（平成 16）年 3 月に
一部補訂告示の中学校学習指導要領及び A 中における「総合的な学習の時間」の教育実践を通して、行
政側から示される趣旨（理論）と教育現場である学校の実践のあり方について検討していく。








評　　　価 「総合」に準ずる担 当 す る 教 師 「スキル」教育担当職員
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うと自由です。」と述べている。この論述から考えると、2004（平成 16）年 3 月に一部補訂された学習指
導要領が告示されたことの意義は大きい。そこでは、「総合的な学習の時間」の学習活動としてのねらい、
活動内容の明確化、評価、活動の例示、学習環境の工夫などが示されているが、その後の学習指導要領の





























いる。令和 2 年度から平成 29 年 3 月に告示された学習指導要領が小学校より順次施行されていく。今後
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